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第２章 東海市の子ども・子育てを 

取り巻く現状 
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１ 東海市の現状 

（１）人口の推移 ● ● ● ● ● ● ● 

① 年齢３区分別人口の推移 

本市の人口推移をみると、総人口は年々増加し、平成３１年（２０１９年）で１１

４，８２７人となっています。また、年齢３区分別人口構成の推移をみると、年少人

口（０～１４歳）は平成２８年（２０１６年）以降減少しているのに対し、老年人口

（６５歳以上）は年々増加しており、少子高齢化が進んでいます。 
 

年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在） 

 

② 年齢別就学前児童数の推移と推計 

本市の０歳から５歳の子ども人口は平成２７年（２０１５年）以降減少しており、

平成３１年（２０１９年）４月現在で６，７４４人となっています。 

 

年齢別就学前児童数の推移と推計 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在）※推計人口は住民基本台帳を元に計算したもの  

27年 28年 29年 30年 31年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳

年少人口（０～14歳） 生産年齢人口（15～64歳）

老年人口（65歳以上）

資料：住民基本台帳（各年３月末現在）

17,717 17,762 17,700 17,486 17,268

71,466 71,901 71,881 72,043 72,293

23,498 24,064 24,589 24,982 25,266

112,681 113,727 114,170 114,511 114,827

0

30,000

60,000

90,000

120,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

(人)

1,170 1,207 1,161 1,098 1,030 1,064 1,060 1,050 1,042 1,035

1,205 1,176 1,218 1,162 1,111 1,037 1,071 1,067 1,057 1,049

1,181 1,189 1,158 1,190 1,149 1,094 1,021 1,054 1,050 1,040

1,272 1,168 1,177 1,123 1,180 1,132 1,078 1,006 1,038 1,034

1,195 1,261 1,154 1,166 1,117 1,170 1,122 1,068 997 1,028

1,240 1,193 1,244 1,143 1,157 1,108 1,160 1,113 1,059 989

7,263 7,194 7,112 6,882 6,744 6,605 6,512 6,358 6,243 6,175 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

平成

27年

平成

28年

平成

29年

平成

30年

平成

31年

令和

２年

令和

３年

令和

４年

令和

５年

令和

６年

(人) 推計 実績 
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③ 年齢別就学児童数の推移と推計 

本市の６歳から１１歳の子ども人口は平成２７年（２０１５年）以降増加していま

したが、平成３０年（２０１８年）をピークに減少傾向になり、平成３１年（２０１

９年）４月現在で７，１３５人となっています。令和２年（２０２０年）以降も徐々

に減少する見込みです。 

年齢別就学児童数の推移と推計 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在）※推計人口は住民基本台帳を元に計算したもの 

（２）世帯の状況 ● ● ● ● ● ● ● 

① 一般世帯の状況 

本市の核家族世帯数は年々増加していますが、全世帯数も同様に増加しており、核

家族の割合は、平成２２年（２０１０年）から平成２７年（２０１５年）の比較で、 

１．２ポイント減少しています。 

 

一般世帯の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

※一般世帯とは、住居と生計を共にしている人の集まり又は一戸を構えて住んでいる単身者のこと。 

寮の学生、病院に入院している患者、老人ホームなどの入所者等を除く。 

資料：国勢調査  

40,270
42,830

46,348

24,072 25,550 27,110

59.8 59.7 58.5

0.0

20.0

40.0

60.0

0

20,000

40,000

60,000

平成17年 平成22年 平成27年

（％）(世帯)

一般世帯数 核家族世帯数 一般世帯に占める核家族世帯の割合

６歳 ７歳 ８歳 ９歳 10歳 11歳

1,183 1,243 1,175 1,245 1,132 1,151 1,102 1,154 1,107 1,054

1,156 1,181 1,232 1,176 1,256 1,132 1,151 1,102 1,154 1,107

1,179 1,161 1,178 1,236 1,174 1,257 1,133 1,152 1,103 1,155

1,097 1,186 1,160 1,176 1,231 1,174 1,257 1,133 1,152 1,103

1,135 1,091 1,184 1,164 1,180 1,231 1,174 1,257 1,133 1,152

1,207 1,132 1,085 1,180 1,162 1,175 1,226 1,170 1,252 1,129

6,957 6,994 7,014 7,177 7,135 7,120 7,043 6,968 6,901 6,700 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

平成

27年

平成

28年

平成

29年

平成

30年

平成

31年

令和

２年

令和

３年

令和

４年

令和

５年

令和

６年

(人) 推計 実績 
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② １８歳未満の子どもがいる世帯の状況 

本市の１８歳未満の子どもがいる一般世帯数は年々増加しており、平成２７年（２

０１５年）で１１，８６１世帯となっています。また、１８歳未満の子どもがいる核

家族世帯も増加傾向となっています。 

 

１８歳未満の子どもがいる世帯の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

③ ６歳未満の子どもがいる世帯の状況 

本市の６歳未満の子どもがいる一般世帯数は横ばい状況にあり、平成２７年（２０

１５年）で５，２７６世帯となっています。なお、６歳未満の子どもがいる核家族世

帯は年々増加しています。 

 

６歳未満の子どもがいる世帯の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査  

６歳未満の子どもがいる一般世帯 ６歳未満の子どもがいる核家族世帯

６歳未満の子どもがいる核家族世帯の割合

5,254 5,162 5,276

4,619 4,628
4,884

87.9 89.7 92.6

0.0

25.0

50.0

75.0

100.0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

平成17年 平成22年 平成27年

（％）(世帯)

平成17年 平成22年 平成27年

18歳未満の子どもがいる一般世帯 18歳未満の子どもがいる核家族世帯

18歳未満の子どもがいる核家族世帯の割合

11,076 11,435 11,861

9,164
9,799

10,606

82.7 85.7
89.4

0.0

30.0

60.0

90.0

0

5,000

10,000

15,000

平成17年 平成22年 平成27年

（％）(世帯)
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1,207 1,192 1,213 1,126

0

500

1,000

1,500

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

(人)

 

④ ひとり親世帯の推移 

本市の１８歳未満の子どもがいる母子世帯は年々増加しており、平成２７年（２０

１５年）６３３世帯となっています。また、１８歳未満の子どもがいる父子世帯も増

加しています。 

 

ひとり親世帯の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

（３）出生の状況 ● ● ● ● ● ● ● 

① 出生数の推移 

本市の出生数は増減を繰り返しながら減少傾向にあり、平成２９年（２０１７年）

で１，１２６人となっています。 

 

出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：愛知県衛生年報 

  

18歳未満の子どもがいる母子世帯 18歳未満の子どもがいる父子世帯

549 555

633

74 76 86

0

100

200

300

400

500

600

700

平成17年 平成22年 平成27年

(世帯)
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② 合計特殊出生率の推移 

１５～４９歳までの女性の年齢別出生率を合計した合計特殊出生率は１人の女性が

仮にその年次の年齢別出生率で一生の間に産むとしたときの平均の子どもの数であり、

この数字は一般に少子化問題との関係で用いられます。本市の合計特殊出生率は国の

目標とする１．８を超えて推移しており、平成２９年（２０１７年）では１．７８と

なりましたが、国・県と比較すると高い値で推移しています。 

 

合計特殊出生率の推移（国・県比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：健康推進課 

③ 母親の年齢（５歳階級）別出生率の推移 

本市の母の年齢（５歳階級）別出生率の推移をみると、平成２０年（２００８年）に比

べ平成２９年（２０１７年）で、２０～３４歳の割合が減少しているのに対し、３５～４

４歳の割合が増加していることから晩産化が進行していることがうかがえます。 

 

母の年齢（５歳階級）別出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：愛知県衛生年報 

  

0 .9 

9 .9 

30 .6 
34 .5 

19 .8 

4 .4 
0 .0 

1.2

13.0

30.6

38.6

15.3

1.3

0.1

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

（％）

1.82 1.84
1.88

1.78

1.46

1.57 1.56 1.54

1.42
1.45 1.44 1.43

1.20

1.40

1.60

1.80

2.00

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

東海市 愛知県 国

平成29年 平成20年平成29年 平成20年
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（４）未婚・結婚の状況 ● ● ● ● ● ● ● 

① ３０歳代未婚率の推移 

本市の３０歳代未婚率の推移をみると、男性は平成１７年（２００５年）以降、減

少している一方で、女性は増加しており、平成２７年（２０１５年）で男性が３６．

６％、女性が１９．５％となっています。また、国、県と比較すると、平成２７年（２

０１５年）では男女ともに低い割合となっています。 

３０歳代未婚率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

（５）就業の状況 ● ● ● ● ● ● ● 

① 女性の年齢別就業率の推移 

本市の女性の年齢別就業率は、出産・育児期に落ち込み、再び増加するＭ字カーブ

を描いています。落ち込みの大きい３０～３９歳の就業率は平成２２年（２０１０年）

に比べ平成２７年（２０１５年）で上昇し、近年では全年代を通じ就業率が高まって

います。 

女性の年齢別就業率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査  

39.9

38.8
36.6

18.2 18.9 19.5

37.9

38.8

38.9

21.5 23.6
24.5

39.0

39.9
38.8

25.5

27.8
28.1

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

平成17年 平成22年 平成27年

（％）

17.1 

68.7 69.7 

61.0 
65.1 

73.0 75.4 74.1 
67.2 

51.9 

33.9 

19.0 

11.4 7.0 
2.6 

16.8

65.5 65.1

57.5
61.4

69.1
72.0 70.4

62.0

46.0

27.1

15.4
9.9

5.6
2.3

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80～

84歳

85歳

以上

（％）

平成27年 平成22年 平成27年 平成22年

東海市（男） 東海市（女）

愛知県（男） 愛知県（女）

国（男） 国（女）
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② 女性の年齢別就業率（国・県比較） 

本市の平成２７年（２０１５年）の女性の年齢別就業率を全国、県と比較すると、

特に４０～５０歳代で高い傾向にあります。 

 

女性の年齢別就業率（国・県比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（平成２７年） 

 

 

③ 女性の年齢別就業率（既婚・未婚比較） 

本市の平成２７年（２０１５年）の女性の未婚・既婚別就業率をみると、特に２０

歳代から４４歳までは、既婚者に比べ未婚者の就業率が高くなっています。 

 

女性の年齢別就業率（既婚・未婚比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（平成２７年）  

既婚 未婚
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29歳

30～

34歳

35～

39歳
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44歳

45～
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54歳
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59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80～

84歳

85歳

以上

（％）

20.0 

42.2 

55.0 52.6 
60.8 

70.8 
74.7 72.8 

66.1 

49.1 31.8 

18.1 

11.9 8.1 

3.7 
17 .2

73 .2

85 .7 82 .6 81 .1 81 .0
76 .0 77 .0

67 .1

55 .5

27 .0
18 .8 16 .1

7 .5 5 .1
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24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80～

84歳

85歳

以上

（％）

東海市 愛知県 国
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（６）教育・保育サービス等の状況 ● ● ● ● ● ● ● 

① 幼稚園の状況 

本市の幼稚園の状況をみると、利用児童（市外児童を含む）は減少傾向となってお

り、平成３０年（２０１８年）で利用児童数は１，６８４人となっています。 

 

幼稚園の状況（各年５月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東海市の統計 

 

② 保育園の状況 

本市の保育園（保育所、認定こども園（保育認定）、小規模保育事業等の認可保育施

設）の状況をみると、箇所数・利用児童数ともに増加傾向にあり、平成３０年（２０

１８年）で利用児童数２，５５１人となっています。女性の社会進出の進展等により

3歳未満児の利用児童数が増加しています。 

 

保育園の状況（各年４月１日時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：幼児保育課  

０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児

４歳児 ５歳児 箇所数

34 42 37 55 70256 302 308 312 324
364 384 426 444 468
451 537 512 512 508
597

564 610 592 585
550

618 583 621 596
2,252

2,447 2,476 2,536 2,551

18 18 18 
19 

23 

0
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0
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2,000

3,000

4,000

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

（箇所）(人)

利用児童数 箇所数

1,920 1,884 1,818 1,791
1,684

5 5 5 5 5

0

1

2

3

4

5

6

0

1,000

2,000

3,000

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

（箇所）(人)
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③ 待機児童数の推移 

本市の待機児童数の推移をみると、平成２８年（２０１６年）までは増加し続けて

いましたが、民間保育施設の誘致等の取り組みにより、平成２９年（２０１７年）よ

り減少に転じ、平成３０年（２０１８年）では１３人と待機児童は過去５年間で最も

少なくなっています。 

 

待機児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東海市の統計（各年１０月１日現在） 

（７）放課後児童クラブの状況 ● ● ● ● ● ● ● 

① 放課後児童クラブの状況 

本市の放課後児童クラブにおける定員数・利用児童数は増加傾向にあり、利用児童

数は、平成３０年（２０１８年）で８０５人となっています。 

 

放課後児童クラブの状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：社会教育課、女性・子ども課  

定員数 利用児童数 箇所数

1,161
1,229 1,288

1,436 1,436

616
685 732 761 805

14 14 14

15 15

10

11

12

13

14

15

0

500

1,000

1,500

2,000

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

（箇所）(人)

30

42
49

15 13

0

20

40

60

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

(人)



 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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２ アンケート調査結果からみえる現状 

（１）子どもと家族の状況について ● ● ● ● ● ● ● 

① 日常的・緊急時にみてもらえる親族・知人の有無 

「緊急時もしくは用事の際には祖父

母等の親族にみてもらえる」の割合が

６６．６％と最も高く、次いで「日常

的に祖父母等の親族にみてもらえる」

の割合が２６．７％、「緊急時もしくは

用事の際には子どもをみてもらえる友

人や知人がいる」の割合が１６．５％

となっています。 

平成２５年度（２０１３年度）調査

と比較すると、大きな変化はみられま

せん。 

 

 

② 母親の就労状況 

「以前は働いていたが、今は働いて

いない」の割合が３８．３％と最も高

く、次いで「パート・アルバイトなど

で働いている」の割合が２６．２％、

「フルタイムで働いている」の割合が

１５．０％となっています。 

平成２５年度（２０１３年度）調査

と比較すると、「フルタイムで働いてい

るが、今は休んでいる（産休・育休・

介護休業中）」の割合が増加し、「以前

は働いていたが、今は働いていない」

の割合が減少しています。 

 

  

平成30年度調査

(回答者数 = 732)

平成25年度調査

(回答者数 = 897)

％

１ フルタイムで働いている

２
フルタイムで働いているが、今
は休んでいる（産休・育休・介護
休業中）

３
パート・アルバイトなどで働いて
いる

４
パート・アルバイトなどで働いて
いるが、今は休んでいる（産休・
育休・介護休業中）

５
以前は働いていたが、今は働い
ていない

６ これまで働いたことがない

無回答

15.0

14.2

26.2

3.0

38.3

2.2

1.1

11.9

8.0

22.5

1.7

49.6

6.0

0.2

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 733)

平成25年度調査

(回答者数 = 898)

％

１
日常的に祖父母等の親族にみ
てもらえる

２
緊急時もしくは用事の際には祖
父母等の親族にみてもらえる

３
日常的に子どもをみてもらえる
友人や知人がいる

４
緊急時もしくは用事の際には子
どもをみてもらえる友人や知人
がいる

５ いずれもいない

無回答

26.7

66.6

3.1

16.5

9.5

0.1

23.9

64.4

2.9

14.7

13.8

0.2

0 20 40 60 80 100



 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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③ 母親の就労意向（就労者の就労意向） 

「パート・アルバイトなどで働き続

けることを希望」の割合が４９．５％

と最も高く、次いで「フルタイムへの

転換希望はあるが、実現できる見込み

はない」の割合が３０．８％、「フルタ

イムへの転換希望があり、実現できる

見込みがある」の割合が１０．３％と

なっています。 

平成２５年度（２０１３年度）調査

と比較すると、「フルタイムへの転換希

望はあるが、実現できる見込みはない」

の割合が増加しています。一方、「パー

ト・アルバイトなどで働き続けること

を希望」の割合が減少しています。 

 

④ 母親の就労意向（未就労者の就労意向） 

「１年より先、一番下の子どもが、

（  ）歳になったころに働きたい」

の割合が６０．１％と最も高く、次い

で「すぐにでも、もしくは１年以内に

働きたい」の割合が２２．６％、「子育

てや家事などに専念したい（働く予定

はない）」の割合が１４．５％となって

います。 

平成２５年度（２０１３年度）調査

と比較すると、「１年より先、一番下の

子どもが、（  ）歳になったころに働

きたい」の割合が増加しています。 

  

平成30年度調査

(回答者数 = 296)

平成25年度調査

(回答者数 = 499)

％

子育てや家事などに専念したい
（働く予定はない）

１年より先、一番下の子どもが、
（　　）歳になったころに働きたい

すぐにでも、もしくは１年以内に
働きたい

無回答

14.5

60.1

22.6

2.7

0.0

17.6

52.5

23.2

6.6

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 214)

平成25年度調査

(回答者数 = 217)

％

フルタイムへの転換希望があ
り、実現できる見込みがある

フルタイムへの転換希望はある
が、実現できる見込みはない

パート・アルバイトなどで働き続
けることを希望

パート・アルバイトなどをやめて
子育てや家事に専念したい

無回答

10.3

30.8

49.5

2.3

7.0

0.0

5.5

22.1

58.5

6.9

6.9

0 20 40 60 80 100



 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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⑤ 就労したい時の末子の年齢 

「２歳～３歳」の割合が３７．６％

と最も高く、次いで「６歳～７歳」の

割合が１６．３％、「４歳～５歳」の割

合が１５．７％となっています。 

平成２５年度調査と比較すると、「６

歳～７歳」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成30年度調査

(回答者数 = 178)

平成25年度調査

(回答者数 = 262)

％

０歳～１歳

２歳～３歳

４歳～５歳

６歳～７歳

８歳～９歳

10歳～11歳

12歳～13歳

14歳～15歳

16歳～17歳

18歳以上

無回答

6.7

37.6

15.7

16.3

2.8

1.7

0.6

0.0

0.0

0.0

18.5

3.4

40.5

15.6

26.0

2.7

3.1

0.8

0.8

0.4

0.0

6.9

0 20 40 60 80 100

児童館キッズルーム 



 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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（２）平日の定期的な教育・保育事業の利用状況について ● ● ● ● ● ● ● 

① 平日の定期的な教育・保育事業の利用の有無 

「利用している」の割合が５５．５％、

「利用していない」の割合が４３．９％

となっています。 

平成２５年度（２０１３年度）調査

と比較すると、「利用している」の割合

が増加しています。 

 

 

 

② 平日の定期的に利用している教育・保育事業 

「認可保育所」の割合が５２．８％

と最も高く、次いで「幼稚園」の割合

が３５．６％となっています。 

平成２５年度（２０１３年度）調査

と比較すると、大きな変化はみられま

せん。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成30年度調査

(回答者数 = 407)

平成25年度調査

(回答者数 = 84)

％

幼稚園

幼稚園＋幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

小規模保育

【東海市内なし】家庭的保育

【東海市内なし】事業所内保育

【東海市内なし】居宅訪問型保
育

【東海市内なし】自治体の認証・
認定保育施設

【認可外】企業主導型保育

【認可外】その他の保育施設

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

35.6

5.9

52.8

1.7

1.2

0.0

0.5

0.0

0.2

1.5

1.2

0.5

2.0

0.0

0.0

32.1

7.9

52.8

0.0

-

0.0

1.8

0.0

-

-

3.1

1.0

2.3

0.5

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 733)

平成25年度調査

(回答者数 = 898)

％

１ 利用している

２ 利用していない

無回答

55.5

43.9

0.5

0.0

43.7

55.8

0.6

0 20 40 60 80 100



 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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③ 平日、定期的に利用したい教育・保育事業 

「認可保育所」の割合が５３．２％

と最も高く、次いで「幼稚園」の割合

が４０．８％、「幼稚園＋幼稚園の預か

り保育」の割合が３１．９％となって

います。 

平成２５年度（２０１３年度）調査

と比較すると、「幼稚園」「幼稚園＋幼

稚園の預かり保育」「認定こども園」の

割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）地域の子育て支援事業の利用状況について ● ● ● ● ● ● ● 

① 地域子育て支援拠点事業の利用状況 

「利用していない」の割合が７１．

９％と最も高く、次いで「地域子育て

支援拠点事業（子育て広場、つどいの

広場等）」の割合が２３．２％となって

います。 

平成２５年度（２０１３年度）調査

と比較すると、大きな変化はみられま

せん。 

 

 

  

平成30年度調査

(回答者数 = 733)

平成25年度調査

(回答者数 = 898)

％

地域子育て支援拠点事業（子
育て広場、つどいの広場等）

その他市が実施している類似の
事業

利用していない

無回答

23.2

5.2

71.9

2.5

0.0

25.9

6.8

68.0

2.9

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 733)

平成25年度調査

(回答者数 = 84)

％

１ 幼稚園

２ 幼稚園＋幼稚園の預かり保育

３ 認可保育所

４ 認定こども園

５ 小規模保育

６ 【東海市内なし】家庭的保育

７ 【東海市内なし】事業所内保育

８
【東海市内なし】居宅訪問型保
育

９
【東海市内なし】自治体の認証・
認定保育施設

10 【認可外】企業主導型保育

11 【認可外】その他の保育施設

12 ファミリー・サポート・センター

13 その他

無回答

40.8

31.9

53.2

23.9

6.3

1.5

6.0

0.8

1.9

5.2

1.1

6.8

2.5

4.6

0.0

26.9

24.1

48.2

12.5

9.7

4.9

9.1

4.7

5.3

-

1.4

8.4

3.0

6.1

0 20 40 60 80 100



 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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② 地域子育て支援拠点事業の利用希望 

「新たに利用したり、利用日数を増

やしたいとは思わない」の割合が６２．

８％と最も高く、次いで「利用してい

ないが、今後利用したい」の割合が２

１．３％、「すでに利用しているが、今

後利用日数を増やしたい」の割合が１

１．３％となっています。 

平成２５年度（２０１３年度）調査

と比較すると、「新たに利用したり、利

用日数を増やしたいとは思わない」の

割合が増加しています。 

 

 

 

 

（４）病気等の際の対応について ● ● ● ● ● ● ● 

① 子どもが病気やケガで通常の事業の利用ができなかった経験の有無 

「あった」の割合が８５．０％、「な

かった」の割合が１３．０％となって

います。 

平成２５年度（２０１３年度）調査

と比較すると、大きな変化はみられま

せん。 

 

 

 

 

  

％

１ あった

２ なかった

無回答

85.0

13.0

2.0

0.0

83.7

13.3

3.1

0 20 40 60 80 100

％

１ あった

２ なかった

３ 無回答

85.0

13.0

2.0

0.0

83.7

13.3

3.1

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 407)

平成25年度調査

(回答者数 = 392)

平成30年度調査

(回答者数 = 733)

平成25年度調査

(回答者数 = 898)

％

利用していないが、今後利用し
たい

すでに利用しているが、今後利
用日数を増やしたい

新たに利用したり、利用日数を
増やしたいとは思わない

無回答

21.3

11.3

62.8

4.6

0.0

25.5

14.6

56.3

3.6

0 20 40 60 80 100



 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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② 子どもが病気やケガで通常の事業の利用ができなかった場合の対応 

「母親が休んだ」の割合が７０．８％

と最も高く、次いで「（同居者を含む）

親族・知人に子どもをみてもらった」

の割合が３５．５％、「父親又は母親の

うち就労していない方が子どもをみた」

の割合が２６．３％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）一時預かり等の利用状況について ● ● ● ● ● ● ● 

① 不定期の教育・保育の利用状況 

「利用していない」の割合が８３．

８％と最も高くなっています。 

平成２５年度（２０１３年度）調査

と比較すると、大きな変化はみられま

せん。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成30年度調査

(回答者数 = 733)

平成25年度調査

(回答者数 = 898)

％

一時預かり（緊急一時保育）

幼稚園の預かり保育

ファミリー・サポート・センター

幼児一時預り

短期入所生活援助事業や夜間

養護看護事業を利用した

民間事業者による訪問型サー

ビス

その他

利用していない

無回答

3.8

6.7

0.7

3.4

0.0

0.1

1.0

83.8

3.1

0.0

2.6

4.9

0.8

2.4

0.0

0.0

0.8

85.7

3.9

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 346 ％

ア 父親が休んだ

イ 母親が休んだ

ウ
（同居者を含む）親族・知人に子
どもをみてもらった

エ
父親又は母親のうち就労してい
ない方が子どもをみた

オ 病児・病後児の保育を利用した

カ ベビーシッターを利用した

キ
ファミリー・サポート・センターを
利用した

ク
仕方なく子どもだけで留守番を
させた

ケ その他

無回答

26.0

70.8

35.5

26.3

4.0

0.3

0.3

0.3

2.0

0.6

0 20 40 60 80 100



 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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② 宿泊を伴う一時預かり等の有無と対応 

「あった」の割合が１７．５％、「な

かった」の割合が８０．８％となって

います。 

平成２５年度（２０１３年度）調査

と比較すると、大きな変化はみられま

せん。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）小学校就学後の過ごさせ方について ● ● ● ● ● ● ● 

① 就学前児童保護者の小学校就学後（低学年）の放課後に過ごさせたい場所 

「自宅」の割合が５８．８％と最も

高く、次いで「習い事（ピアノ教室、

サッカークラブ、学習塾など）」の割合

が４９．５％、「放課後児童クラブ（公

立）」の割合が３６．１％となっていま

す。 

平成２５年度（２０１３年度）調査

と比較すると、「自宅」「習い事（ピア

ノ教室、サッカークラブ、学習塾など）」

「児童館」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

※平成２５年度（２０１３年度）調査の「放課後児童クラブ」は平成３０年度（２０１８年度）調査では

「放課後児童クラブ（公立）」、「放課後児童クラブ（民立）」に分けて集計している。  

平成30年度調査

(回答者数 = 97)

平成25年度調査

(回答者数 = 81)

％

１ 自宅

２ 祖父母宅や友人・知人宅

３
習い事（ピアノ教室、サッカーク
ラブ、学習塾など）

４ 児童館

５ 子ども教室（小学校）

６ 放課後児童クラブ（公立）

７ 放課後児童クラブ（民立）

８ 放課後児童クラブ

９ ファミリー・サポート・センター

10 その他

無回答

58.8

17.5

49.5

14.4

19.6

36.1

5.2

-

0.0

27.8

7.2

0.0

51.9

13.6

43.2

7.4

23.5

-

-

46.9

0.0

24.7

4.9

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 733)

平成25年度調査

(回答者数 = 898)

％

１ あった

２ なかった

無回答

17.5

80.8

1.8

0.0

16.4

81.2

2.4

0 20 40 60 80 100

％

１ あった

２ なかった

無回答

17.5

80.8

1.8

0.0

16.4

81.2

2.4

0 20 40 60 80 100
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② 就学前児童保護者の小学校就学後（高学年）の放課後に過ごさせたい場所 

 「自宅」の割合が６７．０％と最

も高く、次いで「習い事（ピアノ教室、

サッカークラブ、学習塾など）」の割合

が５７．７％、「祖父母宅や友人・知人

宅」、「放課後児童クラブ（公立）」の割

合が１７．５％となっています。 

平成２５年度（２０１３年度）調査

と比較すると、「児童館」の割合が増加

しています。一方、「子ども教室 （小

学校）」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

※平成２５年度（２０１３年度）調査の「放課後児童クラブ」は平成３０年度（２０１８年度）調査では

「放課後児童クラブ（公立）」、「放課後児童クラブ（民立）」に分けて集計している。 

 

 

③ 就学児童保護者の小学校就学後（低学年）の放課後に過ごさせたい場所 

「自宅」の割合が７４．８％と最も

高く、次いで「習い事（ピアノ教室、

サッカークラブ、学習塾など）」の割合

が５８．５％、「放課後児童クラブ（公

立）」の割合が３４．１％となっていま

す。 

平成２５年度（２０１３年度）調査

と比較すると、大きな変化はみられま

せん。 

 

 

 

 

 

 

※平成２５年度（２０１３年度）調査の「放課後児童クラブ」は平成３０年度（２０１８年度）調査では

「放課後児童クラブ（公立）」、「放課後児童クラブ（民立）」に分けて集計している。  

平成30年度調査

(回答者数 = 246)

平成25年度調査

(回答者数 = 285)

％

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカーク
ラブ、学習塾など）

児童館

子ども教室（小学校）

放課後児童クラブ（公立）

放課後児童クラブ（民立）

放課後児童クラブ

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

74.8

17.5

58.5

6.9

10.2

34.1

3.7

-

0.4

23.6

2.0

0.0

71.2

19.6

56.8

10.2

8.4

-

-

31.2

0.4

29.1

0.4

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 97)

平成25年度調査

(回答者数 = 81)

％

１ 自宅

２ 祖父母宅や友人・知人宅

３
習い事（ピアノ教室、サッカーク
ラブ、学習塾など）

４ 児童館

５ 子ども教室　（小学校）

６ 放課後児童クラブ（公立）

７ 放課後児童クラブ（民立）

８ 放課後児童クラブ

９ ファミリー・サポート・センター

10 その他

無回答

67.0

17.5

57.7

16.5

13.4

17.5

6.2

-

0.0

28.9

8.2

0.0

64.2

13.6

59.3

6.2

18.5

-

-

27.2

0.0

33.3

4.9

0 20 40 60 80 100
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④ 就学児童保護者の小学校就学後（高学年）の放課後に過ごさせたい場所 

「自宅」の割合が８９．８％と最も

高く、次いで「習い事（ピアノ教室、

サッカークラブ、学習塾など）」の割合

が６０．０％、「祖父母宅や友人・知人

宅」の割合が１７．７％となっていま

す。 

平成２５年度（２０１３年度）調査

と比較すると、「自宅」の割合が増加し

ています。一方、「習い事（ピアノ教室、

サッカークラブ、学習塾など）」「児童

館」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

※平成２５年度（２０１３年度）調査の「放課後児童クラブ」は平成３０年度（２０１８年度）調査では

「放課後児童クラブ（公立）」、「放課後児童クラブ（民立）」に分けて集計している。 

 

 

（７）育児休業制度の利用状況について ● ● ● ● ● ● ● 

① 母親の育児休業の取得状況 

「働いていなかった」の割合が４２．

６％と最も高く、次いで「取得した（取

得中である）」の割合が３７．６％、「取

得していない」の割合が１８．９％と

なっています。 

平成２５年度（２０１３年度）調査

と比較すると、「取得した（取得中であ

る）」の割合が増加しています。一方、

「働いていなかった」の割合が減少し

ています。 

  

平成30年度調査

(回答者数 = 732)

平成25年度調査

(回答者数 = 898)

％

１ 働いていなかった

２ 取得した（取得中である）

３ 取得していない

無回答

42.6

37.6

18.9

1.0

0.0

57.2

21.2

19.7

1.9

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 215)

平成25年度調査

(回答者数 = 300)

％

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカーク
ラブ、学習塾など）

児童館

子ども教室（小学校）

放課後児童クラブ（公立）

放課後児童クラブ（民立）

放課後児童クラブ

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

89.8

17.7

60.0

3.7

3.7

3.3

0.9

-

0.0

29.8

1.4

0.0

81.3

20.3

70.0

9.3

7.0

-

-

5.7

0.3

36.0

2.0

0 20 40 60 80 100
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② 母親の育児休業を取得していない理由 

「子育てや家事に専念するため退職

した」の割合が３９．１％と最も高く、

次いで「職場に育児休業の制度がなか

った（就業規則に定めがなかった）」の

割合が２０．３％、「職場に育児休業を

取りにくい雰囲気があった」の割合が

１４．５％となっています。 

平成２５年度（２０１３年度）調査

と比較すると、「職場に育児休業を取り

にくい雰囲気があった」の割合が増加

しています。一方、「育児休業を取得で

きることを知らなかった」「子育てや家

事に専念するため退職した」の割合が

減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成30年度調査

(回答者数 = 138)

平成25年度調査

(回答者数 = 177)

％

育児休業を取得できることを知

らなかった

仕事が忙しかった

産休後に仕事に早く復帰した

かった

仕事に戻るのが難しそうだった

昇給・昇格などが遅れそうだっ

た

収入減となり、経済的に苦しくな
る

保育所（園）などに預けることが

できた

配偶者( パートナー) が育児休

業制度を利用した

配偶者( パートナー) が無職で

ある、祖父母等の親族にみても

らえるなど、制度を利用する必

要がなかった

子育てや家事に専念するため
退職した

職場に育児休業の制度がな

かった（就業規則に定めがな

かった）

有期雇用のため育児休業の取

得要件を満たさなかった

職場に育児休業を取りにくい雰

囲気があった

産前産後の休暇（産前６週間、

産後８週間）を取得できることを

知らず、退職した

その他

無回答

1.4

3.6

2.2

13.0

0.7

1.4

0.7

0.7

5.8

39.1

20.3

8.0

14.5

4.3

25.4

3.6

18.6

6.8

1.7

16.4

0.6

2.3

1.1

0.6

2.8

47.5

18.1

6.2

-

1.1

22.6

4.5

0 20 40 60 80 100
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（８）相談の状況について ● ● ● ● ● ● ● 

① 就学前児童保護者の気軽に相談できる人の有無 

「いる／ある」の割合が９５．８％、

「ない」の割合が２．９％となってい

ます。 

平成２５年度（２０１３年度）調査

と比較すると、大きな変化はみられま

せん。 

 

 

 

② 就学児童の保護者の気軽に相談できる人の有無 

「いる／ある」の割合が９２．４％、

「ない」の割合が７．０％となってい

ます。 

平成２５年度（２０１３年度）調査

と比較すると、大きな変化はみられま

せん。 

  

平成30年度調査

(回答者数 = 486)

平成25年度調査

(回答者数 = 593)

平成30年度調査

(回答者数 = 733)

平成25年度調査

(回答者数 = 898)

子育て広場 

％

１ いる／ある

２ ない

無回答

95.8

2.9

1.4

0.0

95.2

2.9

1.9

0 20 40 60 80 100

％

１ いる／ある

２ ない

無回答

95.8

2.9

1.4

0.0

95.2

2.9

1.9

0 20 40 60 80 100

％

いる／ある

ない

無回答

92.4

7.0

0.6

0.0

91.1

8.8

0.2

0 20 40 60 80 100

％

いる／ある

ない

無回答

92.4

7.0

0.6

0.0

91.1

8.8

0.2

0 20 40 60 80 100



 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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③ 就学前児童の保護者の気軽に相談できる相談先 

「祖父母等の家族」の割合が８５．

８％と最も高く、次いで「友人や知人」

の割合が７７．２％、「保育士」の割合

が２１．４％となっています。 

平成２５年度（２０１３年度）調査

と比較すると、大きな変化はみられな

いものの、友人・知人が減少し、保健

所・保健センター、保育士、幼稚園教

諭が増えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 就学児童の保護者の気軽に相談できる相談先 

「友人や知人」の割合が８１．１％

と最も高く、次いで「祖父母等の家族」

の割合が７５．９％、「近所の人」の割

合が１９．２％となっています。 

平成２５年度（２０１３年度）調査

と比較すると、大きな変化はみられな

いものの、家族や友人・知人、かかり

つけの医師が増えています。 

 

 

 

 

  

平成30年度調査

(回答者数 = 449)

平成25年度調査

(回答者数 = 540)

％

祖父母等の家族

友人や知人

近所の人

児童館等

保健所・保健センター（しあわせ
村）

学校の先生（養護教諭、心の相
談員）

スクールカウンセラー

民生委員・児童委員

かかりつけの医師

子育て支援担当の窓口

その他

無回答

75.9

81.1

19.2

2.0

0.9

14.9

2.0

0.7

7.6

0.4

3.1

0.7

0.0

72.6

79.1

19.4

2.2

0.2

13.3

1.9

0.6

3.5

0.6

2.4

0.6

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 702)

平成25年度調査

(回答者数 = 855)

％

祖父母等の家族

友人や知人

近所の人

子育て支援センター

児童館等

ＮＰＯ

子育て支援施設（子育て支援セ
ンター、児童館等）、ＮＰＯ

保健所・保健センター（しあわせ
村）

保育士

幼稚園教諭

民生委員・児童委員

かかりつけの医師

子育て支援担当の窓口

その他

無回答

85.8

77.2

16.2

13.5

5.6

0.1

-

8.0

21.4

10.4

0.0

9.4

0.9

2.7

0.4

0.0

86.0

81.3

20.8

-

-

-

12.6

3.6

17.1

9.0

0.2

11.5

0.8

2.8

0.0

0 20 40 60 80 100
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３ 第２期計画策定に向けた課題 

第２期計画策定にあたり、毎年評価している成果指標の動向を踏まえるとともに、

統計データやアンケート結果、指標による評価結果を踏まえながら、第１期計画の基

本目標ごとに課題を整理しました。 

 

（１）安心して教育・保育が受けられるまち ● ● ● ● ● ● ● 

保育園及び幼稚園並びに小学校が連携し、保育園から小学校までの職員の統一認識

の熟成、及びそこから生まれる円滑な教育の流れの強化に取り組んだ結果、「子どもの

教育について学校、家庭、地域の連携が十分にできていると思う人の割合」は、初期

値から１．６ポイント改善しています。 

「多様な保育ニーズに対応できる場所があると思う人の割合」は、初期値から３．

１ポイント改善している一方で、「気軽に相談できる機関がある障害者（その家族）の

割合」は、初期値から横ばいの状況です。また、「子育て支援に関するアンケート調査」

結果では、子育てをするうえで、気軽に相談できる人が「ない」の割合が就学前児童

２．９％、就学児童７．０％でほぼ横ばいです。気軽に相談できる相談先としては、

就学前で友人・知人が減少し、保健所・保健センター、保育士、幼稚園教諭が増えて

います。就学児童では、家族や友人・知人が増えたほか、かかりつけの医師が増えて

います。どちらも専門職への相談が増える傾向が見られます。 

相談支援の需要の増加や相談内容の多様化への対応の強化が必要であると考えられ

るため、相談体制の見直しや、相談機関の周知、さらに、関係機関との連携強化を図

る必要があります。 

 

Ｈ２４ 
（２０１２） 
（初期値） 

Ｈ２５ 
（２０１３） 

Ｈ２６ 
（２０１４） 

Ｈ２７ 
（２０１５） 

Ｈ２８ 
（２０１６） 

Ｈ２９ 
（２０１７） 

Ｈ３０ 
（２０１８） 

指標項目 子育てがしやすいまちであると感じている人の割合（％） 

６４．９ ６９．５ ６６．１ ６９．２ ６９．８ ７３．０ ７３．０ 

指標項目 子どもの教育について学校、家庭、地域の連携が十分にできていると思う人の割合（％） 

５９．０  ５８．２  ５４．５  ５８．６  ５８．８  ５９．４  ６０．６  

指標項目 多様な保育ニーズに対応できる場所があると思う人の割合（％） 

２２．４  ２６．３  ２１．３  ２０．７  ２３．３  ２５．５  ２５．５  

指標項目 気軽に相談できる機関がある障害者（その家族）の割合（％） 

５１．０  ５０．７  ４７．８  ５０．７  ４９．２  ４６．４  ５１．４  
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（２）身近な地域における助け合い・支え合いができるまち ● ● ● ● ● ● ● 

子育て支援センターを利用した延べ人数は初期値から７，５３１人増加しており、

子育て世代包括支援センター等の各種相談業務から、必要な子育て支援事業につなげ

ていることや、親同士の交流から、仲間との各子育て支援施設の利用に繋がっている

ことが考えられます。一方で、より地域に根差した子育て支援施設である、児童館総

来館者数は６，７１３人減少しています。子どもを育む活動をしたことのある大人等

の割合は初期値から２．３ポイント増加していますが、地域全体で子どもが育ってい

ると感じている割合は２．８ポイント低下しています。 

「子育て支援に関するアンケート調査」結果では、母親の就労状況の「働いている」

は１４．３ポイント増加しており、家庭での育ちのみではなく、地域住民やボランテ

ィア等を巻き込んだ事業を展開し、児童館が祖父母世代を含む多世代交流の場や地域

の子育て支援の拠点として、地域全体で子どもの成長を見守り、支援できるような環

境を整備していくことが必要となっています。 

市や地域が開催した親子又は子ども対象の事業が充実していると思う人の割合は初

期値から６．４ポイント増加しており、子ども対象の様々な体験事業として、ＮＰＯ

法人や地域住民等と連携し、より多くの子どもたちに体験の場を引き続き提供してい

く必要があります。 

 

Ｈ２４ 
（２０１２）
（初期値） 

Ｈ２５ 
（２０１３） 

Ｈ２６ 
（２０１４） 

Ｈ２７ 
（２０１５） 

Ｈ２８ 
（２０１６） 

Ｈ２９ 
（２０１７） 

Ｈ３０ 
（２０１８） 

指標項目 地域で子どもを育む活動をしたことのある大人や若者の割合（％） 

２３．０  ２１．９  ２２．７  ２３．６  ２３．８  ２５．３  ２５．３  

指標項目 地域全体で子どもが育っていると感じている人の割合（％） 

５０．７  ４５．９  ４５．１  ４５．１  ４５．７  ４６．８  ４７．９  

指標項目 子育て支援センターを利用した延人数（人） 

７１，０４２  ６８，４４１  ７８，９１５  ７２，２８５  ７８，１３２  ７７，８７５  ７８，５７３  

指標項目 児童館総来館者数（人） 

１３４，７１１  １３７，９７７  １３９，８０７  １３５，２９３  １３６，２８２  １２７，７６３  １２７，９９８  

指標項目 市や地域が開催した親子又は子ども対象の事業が充実していると思う人の割合（％） 

５５．５  ５８．１  ５７．１  ５９．２  ６０．８  ６０．５  ６１．９  

指標項目 地域で行われる異年齢交流事業の参加者数（人／年） 

１，３４４  ４，２４６  ４，３２９  ３，４３７  ４，２３４  ４，４５７  ４，４０４  

  



 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

31 

 

（３）子育てと仕事を両立できるまち ● ● ● ● ● ● ● 

さまざまな立場の人が働きやすい環境が確保されていると思う人の割合は、初期値

より９．７ポイント増加しています。保育園の待機児童数は、共働き世帯の増加等に

より平成２４年度（２０１２年度）から悪化を続け、平成２８年度（２０１６年度）

には４９人でしたが、保育士の増員による保育園の受け入れ体制の強化、民間の保育

所・認定こども園・小規模保育事業の開所等により大幅に改善し、平成３０年度（２

０１８年度）は１３人まで減少しています。「子育て支援に関するアンケート調査」で

は、フルタイム、パート・アルバイト等で就労している母親の割合は約６割となって

おり、その中でも、パート・アルバイト等で就労している母親のフルタイムへの転換

希望の割合は４割、未就労の母親の就労希望の割合は約８割となっているため、今後

も保護者の就労状況の変化により、保育の必要性のある家庭が増加していくことが考

えられます。 

多様化する働き方や、ライフスタイルの変化など個々の子育て家庭のニーズに沿っ

た保育が受けられるよう、保育の受け皿を拡充し、待機児童の解消を図るとともに、

育休から復帰する不安を軽減する取り組みを継続していく必要があります。 

 

Ｈ２４ 
（２０１２）
（初期値） 

Ｈ２５ 
（２０１３） 

Ｈ２６ 
（２０１４） 

Ｈ２７ 
（２０１５） 

Ｈ２８ 
（２０１６） 

Ｈ２９ 
（２０１７） 

Ｈ３０ 
（２０１８） 

指標項目 さまざまな立場の人が働きやすい環境が確保されていると思う人の割合（％） 

３７．６  ３８．６  ３８．６  ４３．２  ４２．５  ４５．１  ４７．３  

指標項目 法を上回る基準の育児介護休業制度を規定している事業所の割合（％） 

３２．４  ２６．６  ２４．７  ２１．４  ２０．９  ２９．５  ３０．０  

指標項目 保育園の待機児童数（人／年） 

１７  １８  ３０  ４２  ４９  １５  １３  
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（４）結婚と子育てを応援するまち ● ● ● ● ● ● ● 

アンケート調査では、子育てに関する相談相手については、就学前児童保護者、就

学児童保護者ともに「祖父母等の家族」や「友人や知人」といった身近な周りの相談

相手が多く、「子育て支援センター」「保健所・保健センター」などの各機関は３割を

満たしていない状況となっており、子育てに関する情報の入手先についても同様の傾

向がみられます。 

さらに、就学前児童保護者で２．９％、就学児童保護者で７．０％が子育てをする

上で気軽に相談できる人が「ない」と回答しており、悩みを抱えた保護者が誰にも相

談できずに、抱え込んでしまっていることが懸念されます。 

地域社会とのつながりの希薄化に加え、本市では６歳未満の子どものいる核家族世

帯の割合も年々増加し、平成２７年度（２０１５年度）で９２．６％、ひとり親世帯

（母子世帯）は平成２２年（２０１０年）から平成２７年（２０１５年）までで７８

世帯増加し６３３世帯となっており、子育て家庭の孤立化が懸念されます。孤立によ

る育児不安や困難感をサポートするため、妊娠期から子育て期の切れ目のない支援を

行い、保護者に子育ての必要な情報が行き届くよう、子育て情報の発信を工夫すると

ともに、適切な子育て支援サービスや専門相談機関につなげ、保護者の育児不安・負

担の軽減を図り、安心して産み育てることができる取り組みが重要です。引き続き気

軽に相談できる機会と場所の提供に努め、個々の状況に寄り添いながら、一人ひとり

にあった子育てサービスのコーディネート機能を強化する必要があります。また、子

育て親子の交流を促進するとともに、地域の支援者と連携しながら、生活に困難を抱

える家庭への支援を行うことが必要です。 

未婚者支援では、結婚応援サポーター登録団体・企業が増えたことで結婚応援サポ

ーター主催事業数の増加にもつながっています。しかし、出会いの場創出事業におい

ては、本市の２０～４０歳代の人口の構成比に差があり女性が少ないため、女性の参

加者が集まりにくく、行政のみで改善を目指すことが難しい課題があります。引き続

き、結婚応援サポーターとの連携等を図っていく必要があります。 
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Ｈ２４ 
（２０１２）
（初期値） 

Ｈ２５ 
（２０１３） 

Ｈ２６ 
（２０１４） 

Ｈ２７ 
（２０１５） 

Ｈ２８ 
（２０１６） 

Ｈ２９ 
（２０１７） 

Ｈ３０ 
（２０１８） 

指標項目 結婚応援活動（自主事業・サポーター事業等）事業の開催回数（回） 

２９  ４２  ３１  ２２  １８  ２６  ２８  

指標項目 子育てに関して気軽に相談できる機会があると思う人の割合（％） 

１７．０  １７．３  １３．１  １３．２  １３．９  １３．８  １４．３  

指標項目 妊娠届出書を妊娠満１１週以内に届けた人の割合（％） 

９４．２  ９２．５  ９４．２  ９３．３  ９６．３  ９４．６  ９４．３  

指標項目 
乳児（４か月児）健診において「ゆったりとした気分で子と過ごせるか」に 

「はい」と答えた人（％） 

７８．１  ８４．６  ８２．０  ８４．３  ８７．７  ８８．４  ８８．５  

指標項目 不妊治療助成金支給件数（件） 

８５８  ９６５  １，１７０  １，１８１  １，１２７  １，０７２  １，２０１  

 

こども教室 

パパ広場 


